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月 1 日から平成24年 9 月 7 日までの間、被告法人の理事長であった者で、 2国籍を有していた。被
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場所よりも上流にあるＫ測水所において、本件事故の当日のT2川の流量は……午後 2時40分には毎
秒6.67ｍ3、午後 2時50分から午後 3時には毎秒7.44ｍ3、午後 3時10分から同20分には毎秒8.25ｍ3に
増加していた。










































































































































H. Okuno CHUKYO LAWYER
ゆえに、被告法人には、園児の安全を確保するため、学校安全計画を作成し、これに沿った安全教
育、安全管理、及び教育活動の実施が義務づけられている。本判決は、「学校安全計画」を作成した
ことにより、「直ちに、本件において、具体的に本件事故の結果回避が可能であったということはで
きず、仮に被告法人がこれを作成していなかったとしても、これにより直ちに民事上の注意義務違
反があるとは認められない。」と判示している。他方、上記結果回避の手段の中核は、園児にライフ
ジャケットを装着させることであって、それは比較的容易に取りそろえることが可能であるとされ
る。また、本件では、平成 4年頃から園外保育（お泊り保育）が実施されていて保育中の園児の川
遊びにおける水難事故の回避可能性を考えると、本判決の上記判示は、これを実質的に見れば、そ
のように解することができるか若干疑問の余地があろう。
2　次に、教育実務を行う教諭らの園児の安全を確保すべき注意義務を本判決によって見てみよう。
（ 1）本件幼稚園にもインターネットに接続されたパソコンが設置されていることから、被告教諭ら
も「今いる場所が晴れていても、上流の雨で一気に増水する可能性があることや事前に予測できな
い気象変化があること」を知ることができたものといえる。したがって、「本件活動場所付近におい
て、河川の変化が生じ、増水等の危険性があることを予見することができた」とされる。そうする
と、そもそも被告教諭らは、お泊り保育の準備段階において「増水等が生じることにより、園児ら
を安全に退避させることが著しく困難な状況となり、これにより園児らの生命・身体に重大な危険
が及ぶ蓋然性が高いこと」を予見することができた、とされるのである。
（ 2）このような予見可能性がある以上は、本件活動を中止すべき義務について問われうるが、本
判決はこの点を否定している。注目すべきであろう。というのは、園外保育は、園児らが自然に触
れることができるなど、幼児教育において重要な意義があることを認めているからであろう。ゆえ
に、本件の場合、本件活動を中止することで結果回避義務を尽くしえたとしても、園児らの生命・
身体に重大な危険が生じる蓋然性があることに予見可能性があったからとは認められない、として
本件活動の中止義務を否定しているように思われる。これは、過失責任の原則の枠内で問題を処理
しようとする姿勢のあらわれにほかならない。
（ 3）園児の安全を確保すべき注意義務の主体はだれか。この点、本判決は、幼稚園を統括する立場
にある園長であるとするが、本件事実の経過をみれば、本件活動計画が実践される過程において、
それぞれの役割を担う教諭らの間で事故防止義務の中核部分が主役を演じている者に移行している
ことがわかる。例えば、「例年、園児らを遊ばせている本件活動場所は深いところがあり、上流石段
より上流側で遊ぶのが適切である」との被告Y8の提案を被告Y5が退け、水位が深くなっている場
所の存する所で本件活動が開始されることになったなどである。被告Y5のこの判断は、本件事故の
経過から見れば、適切なものであったか疑問が残る。
（ 4）お泊り保育の最終的な計画準備の内容については、非常勤以外の教諭が参加する職員会議で検
討されている。この意味で、被告教諭らの本件事故への関与はないとはいえないであろう。被告教
諭らの本件活動（園児の川遊び）におけるそれぞれの役割と行動を見ると、過失の認定は、被告園
長Y2、被告教諭Y5、被告教諭Y3というように、本件お泊り保育の実施にあたって、決定権限を
（1）
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もつもしくは強い影響力をもつ者の順になされているが、その実施状況・本件事故の経過の実質を
みれば、本件お泊り保育について開催された上記職員会議では、そのスケジュールと当日における
教諭らの役割のほか、例えば、天候の確認方法やライフジャケットの準備の必要性を議題にあげな
かった点等で、事故の予見可能性を前提とした。結果回避可能性を考えることができ、それゆえ、被
告教諭らY2、Y5、Y3の過失の認定が肯定されるのであろう。したがって、被告教諭らのうちY2、
Y5、Y3が連帯して不法行為責任を負うべきであるといえよう。
（ 5）本判決は、しかしながら本件活動について決定権限をもつ園長・被告Y2にのみ事故の責任を
認めて、問題の解決をはかっているけれども、今後の幼稚園における、とりわけ園外保育などにつ
いての教諭らの安全配慮面での協力や連係を考えるとその解決は若干疑問を感じる。
なお、被告Y10が、本件法人の理事長として、「園児らの安全確保のために、被告教諭らを指導・
監督すべき一般的義務を負う」ことを認められる点は評価に値しよう。このことから、本件お泊り
保育の計画準備における注意義務違反を否定する。本判決の見解とは逆に、一般的抽象的な予見可
能性だけで、それについて園児のライフジャケットの準備をさせる義務を「教諭を指導・監督すべ
き一般的義務」から導き出すことはできないであろうか。というのは、一般社会に共通する知識や
判断力で考えれば予見可能な事柄であると考えられるからである。
（ 6）以上、まとめると次のようになるであろう。すなわち、本判決は、Ｃ幼稚園（法人）でのお泊
り保育中の川遊びにおける幼稚園の水死事故に関する事案につき、Ｃ幼稚園と園児らの両親との在
園契約に付随する義務としての安全配慮義務違反に基づく債務不履行責任を問わず、むしろ不法行
為責任を問題にした。そして、それは園長Y2の民法709条責任を認め、これを前提としてＣ幼稚園
（法人）の使用者責任（民法715条）を認めた。
　もっとも、本件事故の真相・実態に目を向けると、本件幼稚園教諭Y2、Y5、Y3の本件活動にお
ける役割・行動に応じたそれぞれの過失を容認できるのではないだろうか、と思う。このような意
味で、判旨は若干疑問である。
〈注〉
（ 1） 在園契約及び学校保健安全法26条ないし29条参照。
（ 2）「組織としての過失」的判断に基づくものとするみかたがいわれている（兼子仁・伊藤進編『問
答式学校事故の法律実務 2』（新日本法規出版・2020年）916ノ40ノ24〈伊藤進執筆〉）。幼児教育を
進めるにあたって教諭らの萎縮にも対応しうるすぐれたものであるが、ただ、不法行為が語られて
いるときに、このような考え方をとると、事故の真因・真相を十分に解明できないのではないかと
思う。
（ 3） 本件法人に対し、懲罰的損害賠償として、1億円の支払が求められている。これに対し、本判決
は、「不法行為に基づく損害賠償制度は、被害者に生じた現実の賠償を金銭的に評価し、加害者に
これを賠償させることにより、被害者が被った不利益を補てんして、不法行為がなかったときの状
態に回復させることを目的とするものであり、これを超えて、制度及び一般予防を目的とする懲罰
的損害賠償請求を認めることは、上記の不法行為に基づく損害賠償制度の基本原則なしに基本理念
と相いれない」としてそれを否定している。広く妥当する見解であろう。
（2）
（ 3）
